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Ⅰ 令和６年度事業概要 
 

第１ 事業活動の概要 

地域住民の健康増進と地域医療の発展への寄与を基本目標に、千葉市の施策と市民ニーズを踏ま

え、千葉市休日救急診療所の指定管理者として市民サ－ビスの向上・経営の効率化を推し進めると

ともに、救急医療確保対策等事業、看護師養成事業、健康づくり推進事業及び在宅医療・介護連携

支援事業を実施した。 

また、千葉市総合保健医療センタ－の施設管理事業を実施した。 

 

第２ 事業内容 

１ 公益目的事業 

(1) 千葉市休日救急診療所管理運営事業（指定管理事業） 

千葉市医師会、千葉市歯科医師会、千葉市薬剤師会の協力のもと、救急患者を対象に、日曜日、

祝日及び年末年始の昼間における初期診療を実施した。 

また、要介護高齢者・心身障害者（児）の歯科診療を、原則として毎週木曜日に予約制により 

実施したほか、災害時における医薬品等の備蓄事業を実施した。 

ア 休日救急診療実績 

(ｱ) 診療科目別患者状況（診療日数 72日） 

                                      （単位：人） 

                                      

 

(ｲ) 居住地別患者状況 

                                        （単位：人） 

区 分 中央区 花見川区 稲毛区 若葉区 緑 区 美浜区 市 外 合    計 

患者総数 2,885 1,805 2,167 1,669 1,526 2,158 1,987 14,197 

1日平均 40.1 25.1 30.1 23.2 21.2 30.0 27.6 197.2 

 割合（％） 20.4 12.7 15.3 11.7 10.7 15.3 13.9 100.0 

 

イ 要介護高齢者・心身障害者（児）歯科診療実績  

(ｱ) 対象別患者状況（診療日数 42日） 

                                     （単位：人） 

区   分 
要介護高齢者 心身障害者（児） 

合  計 
男 女 計 男 女 計 

患者総数 72 91 163 256 126 382 545 

1日平均 1.7 2.2 3.9 6.1 3 9.1 13.0 

区 分 内科 小児科 外科 
整形 

外科 
眼科 

耳 鼻 

いんこう科 
歯科 合計 

処方せん 

枚 数 

患者総数 4,965 2,950 1,315 1,691 827 1,845 604 14,197 11,079 

1日平均 69.0 41.0 18.3 23.5 11.5 25.6 8.4 197.2 153.9 

割合(％) 34.9 20.8 9.3 11.9 5.9 12.9 4.3 100.0  
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(ｲ) 居住地別患者状況 

                                  （単位：人） 

区      分 中央区 花見川区 稲毛区 若葉区 緑 区 美浜区 合 計 

要介護高齢者 74 37 12 20 0 20 163 

心身障害者（児） 86 40 53 98 66 39 382 

計 160 77 65 118 66 59 545 

 割 合 （％） 29.4 14.1 11.9 21.7 12.1 10.8 100.0 

ウ 調剤業務 

休日救急診療及び要介護高齢者・心身障害者（児）歯科診療に伴う調剤業務を実施した。 

エ 災害時医薬品等備蓄事業 

 千葉市地域防災計画に基づき、災害発生時における医療救護活動が迅速かつ円滑に行えるよう、 

地域の一拠点として医薬品・診療材料等の備蓄管理を行った。 

 

(2) 救急医療確保対策事業（受託事業）   

 千葉市からの委託を受け、在宅による産婦人科当番医の確保、テレフォンサービスによる診療

案内及び休日や夜間等の救急患者に対応するための救急医療機関の確保を行った。 

ア 産婦人科在宅当番医制 

市内の産婦人科26医療機関の輪番により、72日間の診療日数を確保した。 

（受診患者数 153人、１日当たり 2.1人） 

イ テレフォンサービス 

区    分 電話番号 案内日数 案内総件数 1日平均件数 

千葉市休日救急診療所 (244)5353 72 4,152 57.7 

産婦人科休日緊急当番医 (244)0202 72 267 3.7 

夜間外科系救急当番医療機関 (244)8080 365 2,900 7.9 

ウ 二次救急医療機関確保（病院群輪番制） 

    市内の病院の協力を得て、休日等及び毎夜間の二次医療機関を確保した。 

                                                                         （単位：施設） 

区    分 

 

内 科 

 

小児科 

 

外 科 

 

整形外科 

 

産婦人科 

 

産 科 

 
 休日の二次救急医療機関 

 

協力病院数 

 
18 3 10 9 4  

待機病院数 

 
2 １～2 1 1 1  

夜間の二次救急医療機関 
協力病院数 

 

17 

 
1    4 

待機病院数 

 
2 1    1 

エ 年末年始初期診療医療機関確保 

     4施設の協力を得て、年末年始における内科の急病患者に対する初期診療の充実を図った。 

オ 夜間外科系救急医療機関確保   

  夜間の急なケガや病気などの患者に対応するため、市内16医療機関が輪番により毎夜間・ 

１医療機関が午後6時から翌朝午前6時まで診療に当たった。   

また、処置困難な患者等の受入については、両市立病院をはじめ後方支援の確保を図り対

応した。 
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患者数実績                             （単位：人） 

区 分 初期医療機関 

後方支援病院 

両市立病院、みつ

わ台総合病院及び

千葉医療センター 

非当番協力 

医療機関 
三次医療機関 合 計 

患 者 数 4,649 914 2,841 945 9,349 

※初期医療機関が後方支援を同日に行った場合、初期医療機関に患者数を含めている。 

 

(3) 看護師養成事業（自主事業） 

    高齢化の進展や医療の高度化・多様化等に伴い、需要が増大している看護師を育成し、市内の

医療機関等へ安定的な供給を図るため、千葉市青葉看護専門学校の運営を行った。 

第114回看護師国家試験を72人が受験し、71人が合格した。 

令和7年3月に看護学科71人が卒業した。 

    全就職者のうち、市内就職率は83.3％であった。 

 

      ア 卒業生数 

学科名 
入学時 

学生数 

単位未修得者 卒 業 生 

退学者 留年者 現 役 留年者 合 計 

看護学科 80人 4人 6人 70人 1人 71人 

 

イ 国家試験（新卒者） 

看護学科 全国平均 

受験者数 合格者数 合格率 合格率 うち新卒者 

70人 69人 98.6% 90.1％ 95.9％ 

 

ウ 進路状況 

学科名 
卒業

者 
 

市  内 市  外 

その他 
県内計 

(再掲) 市立病院 
他の医療

機関 
県内 県外 

看護 

学科 
71人 

人数 35人 20人 10人 1人 5人 65人 

割合 49.3％ 28.2％ 14.1％ 1.4％ 7.0％ 91.5％ 

人数 55人 11人  

 割合 77.5％ 15.5％ 
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 エ 入学試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 健康づくり推進事業（自主事業） 

千葉市の「健康づくり週間」の一環として、健康づくりの推進・普及啓発のため、令和6年10

月19日に、健やか未来都市ちばプラン推進協議会、千葉市及び当事業団の共催により、「めざ

せ！平均寿命＝（イコール）健康寿命」をテーマに健康フェアを行った。 

 

ア 健康フェア 

きぼーるアトリウム及びこども交流館調理室において、健康づくりに関する各種相談や指導・

展示を主とするイベントを開催した。 

   《参加団体》  21団体 

   《入場者数》  1,119人（延べ4,477人） 

《内  容》  ①健康相談  医、歯、薬、栄養、放射線、女性の健康相談 

        ②病気の予防 体脂肪、血圧測定、認知機能のチェック 

        ③食生活   食生活に関する指導、家庭内の食品衛生、親子料理教室 

           ④健康増進  歩行年齢測定など 

 

(5) 救急医療知識の普及啓発事業（自主事業） 

救急医療普及啓発用パンフレット（急病になったときのために）を作成し、各区役所（6区）

に750部、各消防署（6区）に1,000部配布したほか、千葉市総合保健医療センター正面入口に

200部配架した。 

 

  (6) 訪問歯科診療事業（受託事業） 

 歯科診療の機会に恵まれない、要介護高齢者等の歯科診療を実施した。 

予 診 者 数 

 

訪問診療終了者数 

 

協力医訪問延べ回数 

 58人 35人 703回 

      

  （7）在宅医療・介護連携支援事業（受託事業） 

    千葉市在宅医療・介護連携支援センターの発足に伴い、平成30年9月から千葉市の委託を受け、

市内の医療・介護資源の把握と医療・介護専門職からの医療介護資源に関することや在宅療養

の生活面・医療面に関する相談を電話などで対応した。令和６年度は、常勤のコーディネータ

ーを１人増員して、全世代に対する相談支援を開始し、千葉市と連携して相談窓口を強化した。

学  科 試 験 日 定員 
応募 

者数 
倍率 

受験   

者数 

合格  

者数 
倍率 

看護 
学科 

指定校推薦 令和6年10月12日 
20人 

程度 
27人 1.35倍 27人 27人 1.00倍 

公募推薦 令和6年10月12日 
20人  

程度 
38人 1.90倍  38人 30人 1.27倍 

社会人特別 令和6年12月14日 
10人  

程度 
25人 2.50倍 25人  5人 5.00倍 

一般(Ⅰ期) 令和6年12月14日 
30人  

程度 
43人 1.43倍 42人 21人 2.00倍 

一般(Ⅱ期) 令和7年2月28日 若干名 17人 8.50倍  14人  2人 7.00倍 
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また、在宅療養支援診療所や病院・訪問看護ステーション・障害者基幹相談支援センター等を

訪問し、医療介護資源の詳細な把握と連携支援を行った。更に、地域の医療、保健、介護、福

祉分野の連携や看護の質の向上を図るための、「地域連携室連絡会」や「看看連携を考える

会」の開催を支援した。 

区 分 件 数 内 容 等 

相談窓口の運営 514件 

医療介護資源に関すること、在宅療養の生活・医療に関すること、

報酬制度に関すること、研修に関すること、医療・介護資源情報シス

テムに関すること等の電話相談を実施した。 

訪問による情報

収集 
37件 

在宅療養支援診療所・病院・訪問看護ステーション・障害者基幹相

談支援センター等を訪問し、相談窓口の運営に必要な情報の収集を行

った。 

医療・介護資源

情報の管理 
― 

市内病院から収集した情報は、医療・介護関係者と共有するため、

市内医療機関連携窓口一覧を最新の情報に更新し、医療・介護資源情

報システムにて情報提供した。また他の医療・介護資源に関する情報

もデーターベース化し、記録した。 

   

 

２ 収益事業等 

(1) 千葉市総合保健医療センター管理事業（受託事業） 

千葉市から委託を受け、保健所及び休日救急診療所等の複合施設である千葉市総合保健医療

センターの施設管理を実施したほか、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基

づき、特定建築物である本センターの適切な管理を行った。 

また、千葉市総合保健医療センターの大規模改修工事計画実施に際し、千葉市及び建築関係

機関に対し、人的なバックアップ等で積極的に協力し、改修工事の円滑な進捗に寄与した。 

  

 

３ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 

 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおり。 

(1)理事会の職務について 

理事会は、法令、定款及び理事会運営規則その他の規定などに従い、理事の職務の執行を監

督するとともに、理事会を5回開催し、予算、決算及び理事長の選定等、業務執行上の重要事

項等について審議した。 

 

(2)理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

理事の職務執行は、法令及び定款のほか、理事会運営規則、役員等職務権限規程に基づいて

行われ、その職務執行に係る情報は定款に基づき理事会議事録に記録され、その記録は文書取

扱規程に基づき適切に保存及び管理した。 
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(3)監事監査の実効性の確保について 

監事は、監事監査規程に基づき、業務の有効性・効率性及び財産管理の実態や理事及び職員

の職務の執行が法令、定款に適合していることを確認した。 

 

(4)研修の実施 

令和6年8月に、eラーニング研修「ＬＧＢＴの基本理解」を実施し、ＬＧＢＴに関して見識

を深め、多様な価値観を尊重し合う職場風土の醸成及び全ての従業員が安心して働ける職場環

境づくりができるよう知識の向上を図った。 

 

(5)コンプライアンス委員会の開催 

コンプライアンス規程に基づき、令和7年2月25日に、コンプライアンス委員会を開催し、個

人情報保護や諸規程遵守の状況等について、法令又は規定等に基づき適正に処理されたことを

確認した。 
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附 属 明 細 書 

 

令和6年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第34条」に規定す

る附属明細書「事業報告書の内容を補足する重要な事項」に該当する事項はありません。 


